
令和4年度

南風原町後期局齢者医療特別会計予算書

沖縄県島尻郡南風原町



議案弔15号

令和4年度南風原町後期高齢者医療特別会計予算

令和4年度南風原町の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ338,525千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(一時借入金)

第 2 条地方自治法第235条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 50,000千円と定める。

(歳出予算の流用)

第 3 条地方自治法第220条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

場合は、次のとおりと定める。

(1)各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和4年3月4日 提出

南風原町長 赤 嶺 正 之



(歳入)

1.後期高齢者医療保険料

2.使用料及び手数料

3.繰入金

4.繰越金

5.諸収入

款

第1表歳入歳出予算

1.後期高齢者医療保険料

1.手数料

1.般会計繰入金

1.繰越金

歳

1.延滞金、加算金及び過料

2.償還金及び還付加算金

3.預金利子

4.雑入

入

金

(単位:千円)

額

263,741

263,741

認

認

72,認4

72,認4

1,841

詑

500

1,308

338,525

ー
ー

'
項

暑
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(歳出)

1.総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸支出金

公債費4

款

総務管理費

徴収費

後期高齢者医療広域連合納付金

償還金及び還付加算金

公債費

升歳 出

項 金

(単位:千円)

額

12,27フ

11,128

1,149

325,686

325,686

520

520

U

C

338,525

1
 
2

合



予算に関する説明

1 歳入歳出予算事項別明細書

( 1 )

( 2 )

( 3 )

給与費明細

書

括
入
出

総
歳
歳

書



1.総

(歳

括

入

1,747

△2

5,050

1,304

8,099

後期高齢者医療保険*

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

款

歳入歳出予算事項別明細書

歳 入

(単位

較

千円)

本年度予

硫討舌)

算額

263,741

認

72,884

1,841

338,525

^

剛」 年度予 算額

2田,994

60

67,部4

537

朋0,426

比

合

1
 
2
 
3
 
4
 
5



(歳出)

般財源

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸支出金

公債費

款

歳 出

本年度予算額前年度予算額

毛十

12,27フ

325,686

520

C

338,525

フ,474

322,369

520

63

330,426

比較

4,803

3,317

△21

8,仭9

国県支出金

本年度予算額の財源内よ

特定財源

地方債

12,219

20

C

12,281

(単位:千円)

その他

認

325,686

500

326,244
合

1
 
2
 
3
 
4

0
0
0
0
0



2.歳

目

特別徴収保険料

普通徴収保険料

入

1 茄欠 後期高齢者医療保険料

本年度前年度

143,947 136,68

119,794 125,30

比較

フ,262

△5,515

1 項後期高齢者医療保険料
Ⅱ

区 金
1.現年徴収分

1.現年分普通徴収保険

料

2.滞納繰越分普通徴収
保険料

263,741 2引,994

1款後期高齢者医療保険料 1項後期高齢者医療保険料

。十

額
143,947 現年分特別徴収保険料

119,237 現年分普通徴収保険料

肪7滞納繰越分普通徴収保険料

143,947

119,237

557

説 明

1,747

(単位:千円)

1
2



2.歳

目

証明手数料

督促手数料

入

2款 使用料及び手数料

本年度前年度 明

(単位:千円)

比較

1項手数料

Ⅱ

区

納付証明手数料
督促手数料△2

2 款使用料及び手数料 1項手数料

。十

金額
1納付証明手数料
57 督促手数料

腿

説

1
2

1
95

ー
フ5



2.歳 入

目

般会計繰入金

3 款繰入金

本年度

72,認4

前年度

釘,834

比較

5,050

1項般会計繰入金

Ⅱ

区分
1.事務費等繰入金

2.後期高齢者保険料保
険基盤安定負扣金(

保険料軽減分)

3 款繰入金 1項

。十

説 明
金額
10,939 事務費等繰入金 10,939

61,945 後期高齢者保険料保険基盤安定負扣金 q呆険料軽減分)
61,945

般会計繰入金

72,884 67,834 5,050

(単位:千円)



2.歳

1.繰越金

入

目

4 款繰越金

本年度 前年度 比較

1項繰越金

区

0 1.繰越金

4 款繰越金 1項繰越金

Π

。十

金額
1前年度繰越金

説 明

(単位:千円)



2.歳 入

延滞金

過料

目

5 款諸収入

本年度 明前年度

(単位:千円)

比較

1項

△1

延滞金、

分
延滞金

過料

加算金及び過料
"

金

5 款諸収入 1項延滞金、加算金及び過料

,十

30 延滞金

2 過料

説

ー
ー

1
2

0
2
3 討

2
0
2
3



2.歳

日

保険料・還付金

入

5 款諸収入

本年度

500

前年度

500

比較

2 項償還金及び還付加算金
n

区分 金
0 1.保険料還付金

5 款諸収入 2 項償還金及び還付加算金

副

額
500 保険料還付金

500

説

500

明

(単位:千円)

500



2.歳 入

1.預金利子

目

5 款諸収入

本年度 前年度 比較

3 項預金利子

区分
0 1.預金利子

5 款諸収入 3 項預金利子

口

,十

金額
1預金利子

説 明

(単位:千円)



2.歳 入

1.雑入

目

5 款諸収入

本年度

1,308

前年度 比較

1,305

4 項雑入

区

1.雑入

,十

5 款諸収入 4 項

分
Ⅱ

金 額
1,308 雑入

雑入

1,308

説 明

1,305

(単位:千円)

1,308



3.歳 出

目

般管理費

1 。次

本年度

1 1,128

総務費

前年度

6,325

比較

4,803
国県支出金

の

債

1項総務管理費

a 源
源
その他

1款総務費 1項総務管理費

。十

般財源

11,128

11,128

区分

給料

職員手当
等

6,325

Ⅱ

金額

4,212

2,562

説

般職員給料 4,212

般職員期末手当 955

総合事務組合退職手当負扣金
801

勤勉手当 680

時間外勤務及び休日勤務手当
126

1,285 沖縄県市町村職員共済組合負担金

1,258

沖縄県市町村職員互助会負担金
21

地方公務員災害補償基金負担金

8 消耗品費

3,055 通信運搬費 3,055

5高速道路使用料

1一般会計繰出金

4,803

4.共済費

(単位

明

需用費

役務費

使用料及

び賃借料
繰出金

千円)

27

11,128

訳

2
3

又
定
地

川
Ⅱ
n



3.歳 出

目

徴収費

1 ヨ次

本年度

1,149

総務費

前年度

1,149

比較 特
国県支出金

の

地方債

^

2 項徴収費

源
源
その他

千円)

1款総務費 2 項徴収費

。十

よ

般財源

1,091認

1,149

区分

需用費

役務費

委託料

1,091

Π

1,149

金額

4 消耗品費 4

577 通信運搬費 433

手数料 144

568 納税通知書等作成及び封入封鰔委
託業務委託料

税

(単位

明

0
 
1
 
2

ー
ー
ー



3.歳 出

目

後期高齢者

医療広域連

合納付金

2款

本年度

325,686

後期高齢者医療広域連合納付金

前年度 比較

322,369 3,317
国県支出金

の

地方債

二丈

1項後期高齢者医療広域連合納付金
源 訳 Ⅱ

源
般財源 区分

その他
325,686 0 18.負担金、

補助及び

交付金

2款

325,686 322,369

後期高齢者医療広域連合納付金 1 項

。十

(単位:千円)

説 明金額

325,686 後期高齢者医療保険料 263,741
後期高齢者保険料保険基盤安定負
扣金(保険料軽減分) 引,945

3,317

後期高齢者医療広域連合納付金

325,686



3.歳 出

目

保険料還付

金

還付加算金

本年度

500

諸支出金

前年度

500

20

比較

20

年

国県支出金

500

^

地方債

1項償還金及び還付加算金
源 訳

源
般財源 区分

その他
500 0 22.償還金、

利子及び

割引料

20 22.償還金、

利子及び

割引料

ノ

3 款諸支出金 1項償還金及び還付加算金

,十

20

520

Ⅱ

520

金額
説

500 過誤納保険料還付金

加還付加算金

(単位

明

千円)

500

3 款



3.歳 出

目

利子

4款

本年度

公債費

前年度

吃 朋

比較

△21

年
特

国県支出金

の

地方債

二又

1項公債費

源

源
その他

4 款公債費 1項公債費

。1

沢

般財源

呪

U

区分

償還金、

利子及び

割引料

器

Ⅱ

金額

△幻

説

時借入金利子呪

(単位

明

千円)

呪



一般職

(1)総括

職員数
(人)

区

本年度

前年度

比較

△、

(後期

報酬

給

与費

局齢者

680

与

給料職員手当

職員手当

の内訳

0

明

医療

338

342

区分

4 212

2 202

2,010

本年度

前年度

比較

細

特別会

費

扶養手当住居手当

2 562

斗

1 722

840

共済費

6 774

0

3 924

2,850

801

419

382

間外

日勤務

1 285

336

△ 336

0

特殊勤務

当手

674

6H

126

8 059

単位:千円

退職手当旧童手当通勤手当管理職手当期末手当勤勉手当
負扣金

131

△5

4 598

3,461

0

備

0

0

考

単位:千円

0

24

△ 24

-20 -

0 0955

474

481

合計

書
計 )

分

1
 
0

0
 
0

時
休

0
 
0

0
 
0

0
 
0



( 2 )

区分

給料及び職員手当の増減額の説明
増減額 増減事由別内訳

給与改正に伴う増減分

給 料

昇給に伴う増加分

2010

職員手当

その他の増減分

0職員数の異動状況

(現に在職する職員)

本年度 1人

前年度 1人

2,0030採用退職の状況(会計転出入等含む)
会計転入者

会計転出者

制度改正に伴う増減分

平均定昇率

840

説

その他の増減分

1.92%

明

単位

備

(新規採用数)

0人

0人

扶養手当

住居手当

840 通勤手当

管理職手当
期末手当

千円

考

0勤勉手当

△器6退職手当負担金

△ 24 児童手当

0特殊勤務手当

481時間外勤務手当

1人 R3年度中

1人

342

382

0
 
0
 
5△



(3)給与及び職員手当の状況

ア職員一人当たりの給与

区

平均給料月

令和4年4月1日現在平均給与月

平均年齢

平均給料月

令和3年4月1日現在平均給与月

平均年齢

イ 初任給

区

職

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

一般行政職

349,600円

349,600円

44歳3ケ月

182,200円

212,000円

22歳11ケ月

税務職

一般行政職(円)

150,600円

182,200円

教育職
薬剤師
医療技術職

現 業職

147,900円

福祉職

薬剤師医療技術職(栄養士・保健師)

福祉職(保育士・社会福祉士)

(円)

現業職

イ丁

国

政職(

150,600円

182,200円

の 制

1テ政 二

分

卒
卒

校
学

高
大

額
額

額
額

度
(



ウ級別職員数

区 ノ＼

令和4年4月1日現在

級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

般行政職

職員数構成比
(人)(%)

0.0

0.0

100.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

100.0

0.0

0.0

0.00

0.0

0.0

0.0

100.0

令和3年4月1日現在

長

税

級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

斗

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

7 級

部長
政策調整監

職

構成比
(%)

区

教

級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

6

(級別の標準的な職務内容)
1 級

政 課

職

構成比
(%)

主事

薬剤師

級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

斗

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

. 技師

医療技術職

職員数構成比
人)(%)

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

2

主事

級

技師

福

級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

斗

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

斗

3

主

級

査 等

職

構成比
(%)

4

主

級

査 等

5

班

級

数
)

祉
員
人
職
(

数
)

育
員
人
職
(

i
 
)

務
員
人
職
(

級
長

計

計

0
0

計

0
0
0
0

0
0

計

計

0
 
0
 
0

計

分
哉1

ー
ー



二1二、 昇給

職員数(A)(人)

昇給に係る職員数田)(人)

2 号糸合(

4 号糸合(

号給数別内訳 6 号給(

8 号糸合(

8 号給以上

率(B)/(A)

数(A)(人)職 員

昇給に係る職員数(B)(人)

2 号糸合(

4 号糸合(

号給数別内訳 6 号給(

8 号糸合(

8号給以上

率(B)/(A)比

区 計

代 表

一般行政職税務職

(人)

四陶

種

現業職

的

教

な

薬剤師
医療技術職

職

(人)

(%)

職

福祉職育
合

)
)
)
)

人
人
人
人

)
)
)
)

人
人
人
人

本
年
度

前
年
度



オ 期末手当

区

・勤勉手当

分

の

力定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

支

6月

制

給期別

(月分) 1

2 2 5

2 2 5

2 2 5

支給率等

支

2月

国の制度
(支給率等)

24.586875 33

2 2 5

2 2 5

2 2 5

支給率計(月分)

45

45

45

24.586875 33

27075 47 709

27075

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

47

47

709

その他の加算措置等

定年前早期退職

特例措置

[ 2 %~ 20 %加算]

709

47

備

709

定年

特

[ 3 %

考

ーユ上.

剛早期退職

例措置

~ 45 %加算]

備 考

有
有
有

4
 
4
 
4

率
分月 )

口糸

2
 
2
 
2

)月(者度艮高最
のゾ勤

月
年
(
鉐
者
の
)
杭
八
勤
月
年
(
器
者
の
)
九
八
勤
月
年
(
即
者

分区

2
 
2
 
2

度
度
度

年
年
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キ特殊勤務手当

区

給料総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率(%)
(令和4年4月1日現在)

全職種

代表的な特殊勤務手当の名称

代

一般行政職

ク その他の手当

区分

養手当

居手当

勤手当

表

税務職

国の制度の異同

同

同

異

教

的

職

な

薬剤師
医療技術職

職

福祉

差

職

容

バス等の運賃等相当額(支給限度額 35,000円)

異

業職

内

育

扶
住
通

種
現


